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現在は, 会計基準の整備が進み, また, 企業活動の国際化等の影響もあり, 国際的にも信
頼性の高い基準に従った計算書類の作成が重要性を増していること, また, 従来より時価
評価, 税効果, 自己株式等の会計基準の制定に併せて, 最新の会計基準と商法の計算関係
規定に齟齬が生じないように, 積極的, かつ迅速な商法改正が繰り返されてきていること


















































































































いる場合もあるようであるが, この場合には, 商法に違反する部分がある限り, たとえ株
主総会の承認を得たとしても, 違法性は治癒されない。企業会計原則は法令そのものでは






























いて, 特に, 原則規定を設けなければならないという, 理由もない。計算の内容につき,
原則規定を設けることによって弊害が生じないというのであれば, 原則規定を設けること
も差し支えないのであるが, 規定の仕方によっては, 大きな弊害が考えられる｡」とし,
乙説に対して,「この程度の抽象的な規定では, 強行法規であるといっても, 実際上, そ
の通用に際しては, 訓示規定的になり, また,「真実」とは,「公平」とはという解釈が分













































































ゆる解釈規定は, 法令の解釈の目的, 指針を明らかにし, 法令の適用, 運用の精神を示す
ために設けられる。本号は, 株式会社監査制度の改正に伴い, 証券取引法と商法の監査基
準が一致することを明らかにすることを主な目的として設けられた｡」としている33)。










が強い。もっとも, 斟酌は, 基づく, ではないから法規の解釈について用うべき素材を慣








想定して, 商法に詳細な規定を設けることは不可能である。また, そういう試みは, 企業
会計に必要以上に拘束を加えるため, 企業会計に関する商法の目的―企業の財産状態及び
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で検討されたが, 立法化はされていない。また, 商法・商法施行規則に規定がなく, 企業

















































































するというべきである。そして, 平成10年改正前においては, 法人税法上, 債権償却の特









⑤判決は, Ｘ会社とY1 会社が共同新設会社分割により新会社を設立したところ, Y1 会
社が決算書において, 本件会社分割により取得した新会社の株式の評価について, 従前の
会計方針を変更して税法基準を採用したことが「公正ナル会計慣行」に違反するにもかか
わらず, Y1 会社の監査役Y2 は当該決算書類について適法意見を述べたことは監査役の解




























































































6) 前掲注 5)・同頁｡「たとえば, 計算規則における資産・負債の評価についての規律は, ある
種の会計事象について複数の会計処理の選択を認め, かつ, その選択の範囲については主とし
て有価証券報告書提出会社が従うべき会計基準よりも広い選択肢を認めており, また, 企業結






7) 経済安定本部企業会計基準審議会は, 昭和27年６月16日に, 税法に対しても包括規定を置く
よう提言している。
8) 新井清光『日本の企業会計制度 形成と展開』(中央経済社, 1999年）183頁（当時の占領
下において, 我が国経済の安定と復興を図るための司令塔として連合国軍総司令部 (GHQ)
により絶大な権限を与えられて経済安定本部のもとに設けられた企業会計制度対策調査会によ




9) 新井・前掲注 8)・183頁（企業会計原則の前文において, 自らの性格およびその制度的役割
として,「『企業会計原則の（『すべての企業』および『公認会計士』に対する）法的規範性と
その（商法・税法などに対する）指導性・理念性』を高く挙げている)。
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